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1 章 緒論 
 
1-1 研究の目的 
 東京湾は、神奈川県三浦半島の剱崎と千葉県房総半島の洲崎とを結ぶ線より北側の
東京都、千葉県および神奈川県に囲まれ、くびれた形状の湾である（図 1-1）。また、
東京湾は大きく二つに分けられ、横須賀市鴨居観音崎、第三海堡、第二海堡、第一海
堡および千葉県富津市富津岬を結んだ線以北を狭義の東京湾（東京湾内湾）、以单を
浦賀水道（東京湾外湾）と呼んでいる。 
 近年まで、東京湾においてシャコは小型底曳網漁業の重要な対象種であり、東京湾
の主要な水産資源生物であった。その漁獲量の多くは横浜市漁業協同組合柴支所（以
下、柴支所）に所属する小型底曳網船によって漁獲されていた。 
 東京内湾における神奈川県の基幹漁業である小型機船底曳網漁業の漁獲量は近年
では 1989 年の 2305 トンをピークに減尐し、ここ数年では 1000 トンを下回っている
（図 1-2）。この漁獲量の 4 割以上、生産額の約 6 割を占めるシャコの年間漁獲量は
1989 年に 1080 トンに達したが、その後 600 トン前後まで減尐し、さらに 2005 年に
は 57 トンに激減した。シャコの漁獲量の減尐に伴い、これまでシャコ漁を主対象漁
獲物としていた漁船は、その主対象漁獲物を魚類へと移していった。このような漁船
と、魚類を主対象漁獲物とする既存の漁船との漁場の競合と、特定漁場への漁獲努力
の集中による漁獲圧の増加により、カレイやタチウオ等の魚類資源にも悪影響を及ぼ
すようになってきた。 
 この状況に危機感を感じた漁業者は、2006 年 6 月ごろから自主的にシャコを対象
とした漁業の禁漁を実施している。これに加え、神奈川県による「神奈川県東京内湾
海域小型機船底曳網漁業包括的資源回復計画」に基づき、禁漁区の設置、小型魚の水
揚げ制限、シャコ漁業の 2007 年からの３年間（2010 年まで）の禁漁、漁具の改良や
休漁漁船を活用した漁場清掃等の、シャコ資源の回復を目指した措置がとられている
（神奈川県環境農政部水産課,2007）。また、この期間中、定期的に（1 か月に 1 回、
ないしは 2 か月に 1 回）、神奈川県は小型底曳網船 3 隻を傭船し、資源調査を行って
いる。これに加え、2008 年 5 月 7 日と 8 日には横浜市漁協柴支所所属の小型底曳網
船約 30 隻による資源調査が行われた。これらの調査の結果、その時点では禁漁によ
る期待されたような効果は上がらず、後者の調査結果の速報では、「現在の資源状況
では、限定的なものであっても漁獲圧をかけるべきではないと考えられる。」とされ
ている（神奈川県 2008,（未発表））。 
 そこで、本研究では、東京湾におけるシャコの漁獲量が急激に減尐した要因を明ら
かにし、今後の本漁業の展望と管理について検討することを目的とした。平塚（2007）
は 1995 年から 2005 年までの漁獲物データを用い、体長組成モデルから加入量を推
定した。さらに、推定された加入量から再生産関係を明らかにし、資源診断を行った。
その結果、1999 年の再生産成功率が低いとしている。しかし、上記の研究では漁獲
係数 F や自然死亡係数 M を一定にするなど多くの仮定に基づく推定結果となってい
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る。そこで、本研究では、平塚（2007）の研究に改良を加え、加入量と漁獲係数の同
時推定を試みた。また、その結果をもとにシミュレーションによってシャコ資源の将
来予測を行い、今後の資源管理について検討した。第 1 章では東京湾におけるシャコ
の生態と漁業についてまとめる。第 2 章では、資源回復計画に基づく禁漁中に神奈川
県が底曳網漁船を傭船し、実施した資源調査により得られた体長組成を用いて成長式
を推定した。第３章では、第２章で求めた成長式を用いて、体長組成の動態を考慮し
たシャコの資源動態モデルを構築し、そのモデルの未知パラメータである加入量と漁
獲係数を同時推定した。第 4 章ではこれらの結果から、シミュレーションによるシャ
コ資源の将来予測を行い、今後の管理について検討した。第 5 章では海洋環境とシャ
コの資源動態との関連を検討するため近年シャコ資源に強く影響を与えていると言
われている東京湾の貧酸素水塊の出現状況と第 4 章までの結果との関係を考察した。 
 
1-2 シャコの生物学的特長 
 シャコ Oratosquilla oratoria は節足動物門甲殻綱口脚目シャコ科に属する海産生
物で、英名を mantis shrimp という。分布域は、北海道を含む日本各地，韓国，中
国および台湾である。本種は、内湾の潮間帯から水深 30m 程の砂泥底地に大小二つ
の開口部がある U 字型の巣穴を掘り、そこに棲む。 
東京湾における分布 
 東京湾におけるシャコの分布域は、1980 年代に入って北に拡大し、特に、1977 年
から 1983 年においては秋から冬にかけて湾奥までシャコが分布していた（清水 
1978）。この分布域の拡大に伴い、資源量は増加した（清水 1978）。さらに、シャ
コは夏期において東京湾の单部海域に分布し、秋から冬にかけ北部海域へ分布を拡大
し、晩春から夏には分布域は再び单部海域のみの分布となる。 
 また、低酸素水塊はシャコの分布の制限要因の一つであると考えられている。この
低酸素水塊は 5 月下旪から 6 月上旪頃に湾奥部で発生し、６～7 月期にかけて小型底
曳網の漁場域（扇島沖～観音崎沖にかけての神奈川県よりの海域）まで及ぶ。（矢沢・
池田 1988、小林 1984、Kodama et al. 2006）。 
産卵、幼生および初期生態 
 東京湾におけるシャコの産卵場は、４～６月では川崎沖から横須賀沖の神奈川県側
の水域で、６～８月になると千葉県よりの砂泥地に单下する。産卵から孵化までの期
間は、水温１５～１８度で約６週間、２３～２５度で約３週間である（浜野,2005）。
Kodama et al.(2004)は、最小成熟体長は７cm 以上８cm 未満としている。さらに、
彼等は、体長 10cm 未満の雌個体は８月に、10cm 以上のほとんどの個体は５月に、
10cm 以上の一部の個体は９月に産卵時期を迎えるとしている。中田（1989）は、本
種の成熟体長は 9ｃｍ以上であると報告しているが、測定標本の偏りがあったため、
8ｃｍ以上と考えるのが妥当であるとも述べている。また、児玉ら（2003）では、体
長 7cm の個体が抱卵していたことから、近年の資源量の減尐の影響により最小成熟
体長が小さくなったことを示唆している。また、児玉ら（2003）により、本種は、1
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産卵期において複数回の産卵を行うことも報告されている。 
孵化した幼生はアリマ幼生と呼ばれる。アリマ幼生は約 30～50 日の浮遊期間を経
て、変態着底する。着定時の体長は 1.6cm 前後、その後１年で 15 齢期（14 回脱皮）
となり、体長 11.0cm ほどに成長し、漁獲対象の体長となる。（大富・清水 1994） 
 成長について、中田（1990）は、産卵盛期を６月とした年齢と体長の関係は、１歳
で 7.7cm、２歳で 11.7cm、３歳で 14.1cm４歳で 15.4cm としている。 
 
1-3 東京湾のシャコ漁業の操業形態と漁業規制 
小型底曳網漁業によるシャコ漁業の概要 
 東京湾内湾を操業区域とする小型機船底曳網漁業の許可隻数は平成 16 年度には合
計 108 隻である。本漁業はビームトロールを用いて操業している。使用するビームの
長さは約３m である（神奈川県環境農政部水産課 2007、平塚 2007）。漁船一隻の
乗組員数は１人、２人および３人の場合がある。 
小型底曳網漁業の漁場は、東京湾内湾で横浜市沿岸から千葉県富津沖周辺の海域に
及ぶが、柴支所に所属する小型底曳網漁船は、シャコを主漁獲対象とする場合、横浜
市沿岸で操業する。 
シャコを主な漁獲対象とし操業する場合、漁船の出航時刻は、４～９月が５時、10
～３月が５時半で、帰港は 16 時と決められている。漁場へは約 30～60 分で到着し、
到着次第操業を始める。１日あたり約５～８回の曳網を行い、１曳網あたりの操業時
間は約１時間である。揚網後漁船後部甲板に漁獲物を揚げ、漁獲物は手作業により水
揚げ対象魚種とそれ以外に分けられる。選別時間は約 10～20 分である。選別後、水
揚げ対象魚種以外の漁獲物は全て海上投棄される。主な水揚げ対象魚種は商品サイズ
の大きさのシャコである。他にマコガレイ、マアナゴ、スズキ、タチウオ、カワハギ、
マアジ、グチ、コノシロ、クルマエビ、シバエビやコウイカなど水揚げされる。 
 水揚げ後、漁業者は各々が所有する加工場にシャコを持ち帰り、茹でて剥き身にし、
プラスチックケースに詰めて出荷する。この際、死亡しているシャコを加工すると身
が崩れ商品にならないため、シャコは船内の水槽で生かしたまま加工場に持ち帰る必
要がある。また、シャコは剥き身で出荷されることが多く、生鮮として売られること
はほとんどない。出荷の際、特大、大、中およぶマル中の 4 つの銘柄に分けられ、特
大は大ケースに 8 匹、大は大ケースに 10 匹、中は小ケースに 10 匹、マル中は小ケー
スに 11 匹のシャコが詰められ出荷される。このケースは「枚」という卖位で数えら
れる。2004 年の時点での銘柄別年間平均価格は年内でも多尐の変動があるものの、
特大 627 円/枚、大 563 円/枚、中 502 円/枚、マル中 298 円/枚となっている。出荷さ
れた漁獲物の総売上金額の 93％が漁業者の収入となり、７％が漁協の収入（販売手
数料）になる。 
 小型底曳網の公的な規制によって、馬力数は 80 キロワットに制限されている。さ
らに、横浜市金沢区柴町権現鼻突端と同市同区野島町地先防波堤突端石柱とを結んだ
線以单の海面、横須賀市地先の黒島、二股岩、稲荷島、猿島北端および黒島を順次結
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んだ線によって囲まれた海面、横須賀市走水旗山崎突端から 200ｍ以内の海面、横須
賀市走水松崎突端から 400ｍ以内の海面、横須賀市鴨居観音崎突堤单東付け根、同突
堤東单縁の延長線上同突堤東单側突端から沖合 100ｍの点および同市同字観音崎灯
台中心点を順次結んだ線と陸岸とによって囲まれた海面では、小型底曳網漁業の操業
は禁止されている。 
 このような公的な規制のほか、横浜市漁業協同組合、横須賀市東部漁業協同組合お
よびみうら漁業協同組合に属する約 100 経営体の小型機船底曳網漁業者が東京湾小
型底びき網漁業者協議会を設立し、自主的な規制を実施している。その一つは休漁日
の設定である。日曜日に築地中央卸売市場が休場のため、土曜日が操業の定休日にな
っている。これに加え、柴支所では二操一休制を取り入れている。二操一休制とは２
日続けて操業したら次の日は操業を休むという規制で、漁獲努力量規制にあたる。こ
れらの休漁日の設定の他に、網目の規制が自主的に行われている。柴支所では 1989
年に袋網の目合を５寸（約 15cm）につき 10 節から 9 節に拡大し、2001 年には網目
を菱目から角目へ変更した。これらの網目制限は、商品サイズに満たない小型のシャ
コの混獲を減らす目的で導入された。 
 なお、現在は「神奈川県東京内湾海域小型機船底びき網漁業包括的資源回復計画」
により、2007 年から原則３年間の禁漁中であり、解禁後は２操１休制による休漁の
徹底を行うとされている。禁漁中の現在、柴支所の小型底曳網漁船はナマコ、マコガ
レイ、スズキ、アナゴ、メバル、クロダイ、マダイ、タチウオ、サバやスミイカなど
を主な対象魚種として操業を行い、漁家経営を成り立たせている。 
 柴支所におけるシャコの漁獲量は季節的に変化する。その漁獲量は夏にピークがあ
り、秋にかけて減尐する（図 1-2）。柴支所では 1970 年代まで冬季にはノリ養殖が盛
んに行われていたため、底曳網漁業はほとんど行われていなかった。そのため 1980
年中ごろまで冬季のシャコの漁獲量は尐なかった。1983 年からはノリ養殖がほとん
どできなくなり、底曳網漁業を周年行うようになったため、漁獲量は、冬季にピーク
に達するようになり、夏季の漁獲量を超えることもあった。しかし、試験曳網調査の
結果によると、CPUE は夏に高く、冬季に低いという周期変動を繰り返している（清
水,1987） 
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図 1-1 東京湾  
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図 1-2  月別漁獲枚数の推移 
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図 1-3  年間漁獲枚数の推移 
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2 章 成長曲線の推定 
 
2-1 目的 
漁獲対象生物の成長は資源管理をするうえで重要な情報である。水産動物の成長の
推定には、飼育法、標識放流法、体長組成法や年齢形質法などがある。年齢形質とし
て、硬骨魚類では耳石、鱗、脊椎骨、膜骨や鰭条など、軟骨魚類では脊椎骨、貝類で
は貝殻、頭足類では平衡石、海産哺乳類では歯や耳垢栓などが用いられる。 
 シャコが属する甲殻類には年齢形質が無いとされている。このような年齢形質を持
たない生物の年齢査定には飼育法、標識放流法もしくは体長組成法が用いられる。飼
育法には、飼育環境が天然の環境の違いによって、自然条件下における成長と差生じ
るという欠点がある。標識放流法には、再補数が尐ないこと、標識の脱落、標識によ
る生体への影響などがある。体長組成法には、高年齢になると体長変化が尐なくなる
ため推定精度が悪いという欠点がある。それぞれの年齢査定方法には長所短所がある
が、一般的に甲殻類の年齢査定には体長組成法が用いられることが多い。 
 これまで東京湾のシャコの成長について、中田（1987）、牧（1994）、大富・清水
（1988）、kodama et al.(2005)や平塚（2007）らによって研究がなされている。
Kodama et al.(2005)は、加齢とともに神経細胞に蓄積する蛍光色素リポフスチンを
年齢形質とし年齢推定を行っている。年齢とともに直線的に蓄積されるリポフスチン
を用いた年齢査定法は、高齢になるに従い精度が低くなる体長組成分解よりも高い精
度で年齢の検出できるとされている。これによると漁獲対象となる 11cm 以上の個体
は 3 歳のものが多いとされている。平塚（2007）は、体長組成法により Kodama et 
al.(2005)と同様に 11cm 以上の漁獲対象個体は 3 歳以上が主体との結果を得ている。
平塚（2007）をはじめ、これら多くの研究ではシャコの成長を曲線で求めている。し
かし、甲殻類であるシャコは、外骨格を形成しているクチクラを脱ぎ、その下の表皮
と新しいクチクラを硬化させる脱皮によって成長をする生物である。脱皮成長を考慮
に入れた研究として大富・清水（1994）は、Hamano and Matsuura(1987)のシャコ
の飼育実験データと神奈川県水産試験場によって毎月測定されている東京湾の低層
水温を用いて、体長組成解析を行い加入完了までの成長式を求めている。また、加入
完了後の成長に関して、雌雄別に推定された平均的脱皮間隔と各脱皮時の体長から
Pauly and Gaschutz の成長式 
雌 Lt = 13.99  1 − exp  −1.102 t + 0.248 −  
0.827
2π
 sin 2π  t − 0.134    
雄 Lt = 15.68  1 − exp  −0.898 t + 0.252 −  
0.566
2π
 sin 2π t − 0.114    
を推定した。しかし、これらは東京湾の水温をもとに脱皮成長に関する式を当てはめ
ているだけのため、実際の東京湾のシャコの体長に成長式をはてはめたものではない。
そこで、本章では平塚（2007）と同様に体長組成法を用い年齢査定を行い、その結果
をもとに赤峰（2007）の式を用いて周期変動要素を組み込んだ成長曲線を推定する。 
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2-2 材料と方法 
 本章では 2006 年７月から 2009 年 9 月まで重要水産資源回復推進事業の一環とし
て神奈川県水産技術センターが行ったシャコ資源調査と、1995 年 2 月から 2005 年 9
月まで行われた漁船の船上調査で得られたシャコの体長を用いた。重要水産資源回復
推進事業の一環として実施されたシャコ資源調査は、月に一回、柴支所所属の小型底
曳網船 3 隻を傭船して行われた。曳網調査には、目合が 8 節、8.5 節および 9 節の 3
種類の角目の袋網を用い、二重袋にはカバーネットをつけた。事前に定めた 3 カ所の
漁場で各 40 分の曳網を行った。ただし、天候等の影響により、調査の行えなかった
月があった。また、調査期間中に使用する網の変更があり、目合 8 節の網に関して、
2007 年 7 月までは菱目、9 月以降は、角目の袋網で調査を行った。さらに、袋網末
端を閉じているジッパーに関して、2008 年 5 月以前は袋網末端と同じ長さのジッパ
ーを付けた袋網を用いていたが、7 月以降は袋網末端の一部のみにジッパーを付け、
それ以外の部分は閉じた袋網を用いた。 
体長測定方法 神奈川県水産技術センターが実施したシャコ資源調査で、船上に揚
げられたシャコのうち、二重袋に入網した個体は漁業者師よって水揚げするものと
投棄するものに分けられ、それぞれ別々に体長を測定した。さらに、カバーネット
に入網した個体の体長も測定した。本章では、これらを神奈川県水産技術センター
が 5mm 幅の体長階級に集計した体長組成を解析に用いた。 
体長組成の年齢組成への分解 調査によって得られた体長組成には複数の年級群が
混ざっている。そこで、この体長組成をを混合正規分布とみなし、各年級の体長組成
を表す正規分布のパラメータを推定した。推定すべきパラメータは、各月各年級群の
体長組成を表す正規分布の平均（ ）と標準偏差（ ）、各年級の混ざっている割合
を表す混合率（ p ）である。これらのパラメータの推定には相沢・滝口（1990）、五
里江（2002）および平塚（2007）が採用した方法を用いた。平塚(2007)は、漁獲物
の体長組成には 3 つの年級群が含まれているとして、混合正規分布のパラメータを推
定した。しかし、中田（1989）は寿命を 3.5 年以下、Kodama et al.(2005)はリポフ
スチンを用いた年齢査定によって、漁獲物は 4 つの年級群で構成されているとしてい
る。また、平塚（2007）も、加入量を推定するための個体群動態モデルではシャコの
寿命を 5 歳としている。そこで本研究では、シャコの寿命を 5 歳と仮定し、新規加入
個体が入網しはじめる 10 月から 5 月までは 5 年級群が、5 歳を迎えたシャコが寿命
を迎え、当年生まれのシャコが入網しない 6 月から 9 月までは 4 年級群が、体長組成
に含まれているとして、混合正規分布のパラメータを推定した。シャコの体長組成を
表す混合正規分布の確率密度関数 )( jxg は、 
)12(),()( 2
1


iij
m
i
ij xNpxg 
 
で表される。ただし、
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)22(0,1
1


i
m
i
i pp  
である。ここで、 i と j は、それぞれ年級と体長階級を表す。さらに、 jx と ip は、そ
れぞれ体長階級 j における階級値 (cm)と年級 i における混合率である。また、
),( 2iixN  は年級 iにおける平均 i (cm)、標準偏差 i (cm)の正規分布を表す。体長組
成が )( jxF で与えられるとすると、相対度数分布は F を総個体数、 )( jxF を体長階級
jx に属する個体数とすると、次のように表せる。 
)32(
)(
)( 
F
xF
xf
j
j  
ただし、 
)42()( j jxFF  
である。パラメータの推定には最尤法を用いた。ある個体が体長階級値 1x である確率
は )( 1xg である。体長階級値 1x , 2x にそれぞれ 1n , 2n 尾がいる確率は独立事象であるの
で、体長階級値 1x に 1n ,尾、体長階級値, 2x に 2n 尾がいる確率は 21 )()( 21
nn
xgxg  となる。
同様に、体長階級 1x , 2x ,…, jx にそれぞれ個体が )( 1xF , )( 2xF ,…, )( jxF 尾いるとき、尤
度関数 Lは、 
)52()()()(
)()(
2
)(
1
21  j
xF
j
xFxF
xgxgxgL   
)(
1
)( j
xF
j
m
j
xg

  
となるので、対数尤度関数 )ln(L は、 
 )62()(ln)()ln(
1


j
m
j
j xgxFL  
となる。 
 式（2-1）は体長階級値 jx のときの )( jxf となるときの確率を表し、離散分布となる。
これを連続分布である混合正規分布の面積に近似させるため、この確率に体長階級幅
h を乗じ 
)72()()(  hxgxc jj  
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体長階級幅 jx の相対度数 )( jxf の期待値とした。ここで、 )( jxc は )( jxg の定数倍にな
るので、式(2-6)は 
 )82()(ln)()ln(
1


j
m
j
j xcxFL  
と書き換えられる。これを式(2-2)の条件下で最大とする iii p,, を Microsoft Excel
のソルバーで求めた。 
成長曲線の推定 
 成長曲線の推定には五利江（2001）と赤嶺（2007）の式を用いた。シャコの成長
モデルには、次の周期関数を用い拡張した Von Bertalanffy の成長曲線を用いた。 
)92())]}()((exp[1{ 0   tt tFtFkLL   
ただし、F(t)と f(t)はそれぞれ 
)(2sin
2
)( 1tt
A
ttF  
 と
)(2cos1)( 1ttAtf    
である。ここで、 tL は t月の体長(ｃｍ)、 L は極限体長（ｃｍ）、k は環境収容力、 A
は振幅、 1t は周期関数 )(tf が最大となる月、ｔ
0
は補正項であり体長が 0 となる月を表
す。また、 t は t月における観測値と理論値の誤差で、正規分布 ),0( 2N に従うとした。
各月の標本数で重み付けをした残差平方和は、 
2
1),,( t
t
tntkLS   
  )102()))]()((exp[1( 20   tFtFkLLn tt t  
となる。ここで、 tn は t 月における標本数である。この残差平方和を最小にする L 、
k 、A 、 1t および 0t をそれらの推定値とした。以上の推定に用いた記号の一覧を表 2-1
に示した。 
 
2-3 結果と考察 
 図 2-1 に 1995 年 2 月から 2009 年 9 月までの期間に行われた調査で得られた漁獲
物体長組成を示す。各年ともに秋から冬にかけて新規参入の個体群が現れそれが成長
していくのが分かる。 
次に、図 2-1 で示された体長組成を複合正規分布とみなし、年級群ごとの体長組成
を表す正規分布に分解した（図 2-2）。その際、体長組成は 5 年級群で構成されている
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と仮定した。ただし、6 月から 10 月までの期間は最小サイズの年級は漁獲されない
とした。4 年級群の場合、平均体長の小さな年級群から赤色、黄色、青色、緑色に、
5 年級群の場合は赤色、黄色、青色、緑色、紫色に分類した。この図からは主に各月
ともに 3 年級群程度で構成されていることが分かる。 
図 2-3 に各月の平均体長を表した。経過月が増えていくとともに段階的に体長が大
きくなり、成長していくことが分かる。この月と平均体長の関係から式(2-9)で表され
る成長曲線のパラメータを推定したところ、次のように推定された。 
Lt = 14.4(1 − exp  −0.498 F t − F −0.555   )  （2-11） 
F t = t +
−0.864
2π
sin2π(t − 0.0222) 
となる。この成長曲線から、東京湾のシャコは、満１歳で8.1cm、満２歳で10.5cm、
満 3 歳で 12cm、満 4 歳で 13cm に成長することが分かる。さらに、漁獲対象となる
体長 11 ㎝に達するのは 2 歳 4 か月の時であった。 
 蛍光色素リポフスチンを年齢形質とし年齢推定を行った Kodama et al.(2005)や体
長組成が 3 年級群で構成されているとして年齢査定を行った平塚（2007）の結果と比
較すると、59カ月目以前において本研究の結果の方が体長に達する年齢が小さかった。
大富・清水（1988）によると、シャコの体長は満１才の時に 10 ㎝、2 歳の時に 12cm、
3 歳の時に 14cm、4 歳の時に 1５cm に達する。また、中田（1986）は、東京湾にお
けるシャコの成長曲線（von Bertalanffy の成長曲線）を推定し、極限体長L∞、成長
係数K、体長 0cm の年齢t0および極限体重 W∞を、それぞれ 17.28cm、0.5441、0.0861
年および 2.35g を得ている。これから、各年齢の体長は 1 歳で 7.7cm、2 歳で 11.7cm、
3 歳で 14.1cm、4 歳で 15.4cm となる。また、石岡ら（1981）は、大阪湾におけるシ
ャコの成長曲線を 
Lt = 19.57 1 − exp⁡ −0.664 t − 0.665    
と推定している。本章で推定された成長曲線から得られる 1 歳の時の体長はこれら 3
つの研究から得られる 1歳時の体長よりも大きくなった。しかし、本章で推定された
成長曲線から得られる各年齢の体長は、年齢に伴い、上記の 3つの研究から得られる
各年齢の体長よりも小さくなった。すなわち、本章で解析対象として年級群の成長が
上記の 3つの研究が対象とした年級群より早くなっている。 
 表 2-2 と図 2-4 に、本研究で推定された成長曲線、平塚(2007)と大富・清水（1988）
が推定した成長曲線および大富（1994）と浜野（2005）が推定した周期関数を組み
込んだ成長曲線を示した。なお、大富（1994）は Pauly and Gaschutz の成長式を、
浜野（2005）は Beltalanffy 成長式と周期関数を組み込んだ Pitcher and MacDonald
成長式を求めている。また、浜野（2005）は博多湾の姪浜魚市場に水揚げされたシャ
コの体長から成長曲線を推定した。大富(1988)が推定した成長曲線の極限体長は、オ
スとメスともに浜野(2005)に比べて大きく、また、大富（1994）のメスの極限体長も
浜野(2005)に比べて大きい。また、大富(1994)が推定した成長曲線では、オスとメス
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ともに約 12 カ月経過時に顕著にみられ初期成長が他の研究に比べて早い。また、平
塚(2007)の成長曲線と他の成長曲線を比較すると、平塚(2007)の成長曲線では生後す
ぐの体長が小さい。さらに、それ以降において、平塚(2007)の成長曲線から計算され
る体長が本研究で得られたそれより大きくなる 59 カ月目までは、平塚(2007)の成長
曲線は他の研究結果で得られた成長曲線よりも体長を小さく推定している。平塚
(2007)は、乗船調査において入網するシャコは当年生まれではなく、前年生まれのも
のだと仮定している。このことが、平塚(2007)が推定した成長曲線と他の研究で推定
された成長曲線との相違の要因であると考えられる。 
 本研究で得られた成長曲線は、大富(1988)のオスの成長曲線、浜野(2005)のオスと
メスの Bertalanffy 成長曲線と Picher and MacDonald 成長曲線と非常に類似してい
る。一方、大富(1988)のオス、大富(1994)のオス、平塚(2007)の成長曲線の東京湾の
シャコの成長曲線と本研究で得られた成長曲線があまり一致しなかったのは、大富
（1988；1994）と平塚（2007）が漁獲物の体長を用いたのに対し、本研究は比較的
小型のシャコも入網する神奈川県資源回復計画による調査結果を使用したためであ
ると考えられる。また、本研究でで得られた極限体長は他の研究のそれより小さく推
定された。これは、本研究で使用したデータには大型の個体が過去に比べ尐なかった
こと、本研究では漁獲物に含まれる年級群数を他の研究よりも多い 5 年級としたこと
が原因として挙げられる。 
 Hamano and Morissy(1992)と Kodama et al.(2005)は、漁獲対象となる体長であ
る 11cm の個体は、3 歳のものが多いと報告している。Kodama et al.(2005)は、8 月
の 1 ヶ月間、リポフスチン濃度によるシャコの年齢査定を行った。リポフスチン濃度
による年齢査定は、近年多くの甲殻類で行われており、有力な解析方法であるとされ
ている(Kodama et al. 2005)。本研究で推定された成長式によれば、漁獲対象となる
体長の 11cm に達するのは孵化後 2 年 6 ヶ月であった。本研究で得られた漁獲開始年
齢は、他の研究よりも若干早く推定された。しかし、本研究で 11cm に達すると推定
された 2 年 6 カ月後は暦月では 12 月であり、東京湾のシャコ漁業では不漁期にあた
る。シャコの漁獲量が最も多い時期は、6 月から 7 月の初夏であり、その時に漁獲対
象となる体長 11cm 以上となる個体の年齢は本研究でも 3 歳と推定される。以上のこ
とから、本研究は過去の研究と一致する点が多くあり、妥当性が高いといえる。 
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表 2-1 本論文で推定された成長曲線と他研究で得られた成長式の比較 
  
大富・清水(1988)、オス 
 
Lt = 16.42(1 − exp⁡ −0.398(t − 2.54)  
大富・清水(1988)、メス 
Lt = 20.36(1 − exp⁡ −0.312(t − 2.227)  
平塚(2007) 
Lt = 15.7(1 − exp⁡ −0.0342(t + 1.15)  
浜野(2005)、Bertalanffy、オス 
Lt = 15.05(1 − exp⁡ −0.0424(t + 3.219)  
浜野（2005）Bertalanffy、メス 
Lt = 15.25(1 − exp⁡ −0.0389(t + 3.418)  
浜野（2005）Picher and MacDonald、オス 
Lt = 15.401  1 − exp  −0.073293 sin 
2π t − 1.1943 
12
 − 0.038290 t + 4.7828    
浜野（2005）Picher and MacDonald、メス 
Lt = 15.559  1 − exp  −0.061759 sin 
2π t − 1.7111 
12
 − 0.035353 t + 5.0561    
大富（1994）、オス 
Lt = 13.99  1 − exp  −
1.102
12
 t + 0.248 −  
0.827
2π
 sin2π t − 0.134    
大富（1994）、メス 
Lt = 15.68  1 − exp  −
0.898
12
 t + 0.252 −  
0.566
2π
 sin2π t − 0.114    
本研究 
Lt = 14.3804  1 − exp  −0.4977  F  
t
12
 − F(−0.5552)    
F t = t −
0.8643
2π
sin2π(t − 0.0222) 
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図 2-1a 1995 年 2 月から 2009 年 9 月までの漁獲物体長組成 
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図 2-1b 1995 年 2 月から 2009 年 9 月までの漁獲物体長組成 
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図 2-1c 1995 年 2 月から 2009 年 9 月までの漁獲物体長組成 
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図 2-1d 1995 年 2 月から 2009 年 9 月までの漁獲物体長組成 
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図 2-1e 1995 年 2 月から 2009 年 9 月までの漁獲物体長組成 
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図 2-1f 1995 年 2 月から 2009 年 9 月までの漁獲物体長組成 
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図 2-1g 1995 年 2 月から 2009 年 9 月までの漁獲物体長組成 
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図 2-1h 1995 年 2 月から 2009 年 9 月までの漁獲物体長組成 
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図 2-1i 1995 年 2 月から 2009 年 9 月までの漁獲物体長組成 
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図 2-1j 1995 年 2 月から 2009 年 9 月までの漁獲物体長組成 
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図 2-1k 1995 年 2 月から 2009 年 9 月までの漁獲物体長組成 
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図 2-2a 体長組成の年齢組成への分解 
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図 2-2b 体長組成の年齢分解 
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図 2-2c 体長組成の年齢分解 
  
0
0.05
0.1
0.15
0.2
0.25
1.5 4 6.5 9 11.5 14
割
合
体長(cm）
1996年11月
0
0.05
0.1
0.15
0.2
0.25
1.5 4 6.5 9 11.5 14
割
合
体長(cm）
1997年5月
0
0.05
0.1
0.15
0.2
0.25
1.5 4 6.5 9 11.5 14
割
合
体長(cm）
1997年2月
0
0.05
0.1
0.15
0.2
0.25
1.5 4 6.5 9 11.5 14
割
合
体長(cm）
1997年6月
0
0.05
0.1
0.15
0.2
0.25
1.5 4 6.5 9 11.5 14
割
合
体長(cm）
1997年3月
0
0.05
0.1
0.15
0.2
0.25
1.5 4 6.5 9 11.5 14
割
合
体長(cm）
1997年7月
0
0.05
0.1
0.15
0.2
0.25
1.5 4 6.5 9 11.5 14
割
合
体長(cm）
1997年4月
0
0.05
0.1
0.15
0.2
0.25
1.5 4 6.5 9 11.5 14
割
合
体長(cm）
1997年8月
 31 
 
 
図 2-2d 体長組成の年齢分解 
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図 2-2e 体長組成の年齢分解 
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図 2-2f 体長組成の年齢分解 
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図 2-2g 体長組成の年齢分解 
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図 2-2h 体長組成の年齢分解 
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図 2-2i 体長組成の年齢分解 
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図 2-2j 体長組成の年齢分解 
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図 2-2k 体長組成の年齢分解 
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図 2-3  各月の平均体長と推定された成長式 
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図 2-4  本論文で推定された成長曲線と他研究で得られた成長式の比較 
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3 章 加入量と漁獲係数の推定 
 
3-1 目的 
 東京湾のシャコの加入量について、これまでいくつかの研究がなされている。中田
（1989）は標識採捕によって得られたデータに Baily 法を適用し、加入量を 3863～7397
トンと推定した。中田（1990）は 1984 年から行ている生物学的測定データのうち 1989
年までのデータを用いて石岡ら（1981）の解析方法によって加入量を 810446.1  尾と
推定した。児玉ら（2003）は各銘柄間の漁獲枚数での CPUE の相関関係を分析し、銘
柄中とマル中の漁獲枚数間に強い相関（r = 0.87; P < 0.01）があることを明らかにした。
そこで、彼らはこれらを同一年級群とみなし、中、マル中の年間平均 CPUE の和を加
入量指数としている。清水(1989)は、定点採集により得られた体長測定データから、
加入量を夏季－1560～2900 トン、冬季－90～610 トンと推定した。牧（1994）は、DeLury
法によりシャコの加入尾数を 1993 年７～９月の CPUE と漁獲尾数を使い、7 月の資
源尾数は 900 万尾、1993 年 10 月～1994 年３月の CPUE を用いて 10 月の加入尾数を
1700 万尾と推定している。丁（1996）は 6 月を加入月とし、年間加入量を 2000 万尾
から 3000 万尾で推移するとしている。石井（2002）は、DeLury 法により加入時の漁
期初資源量を推定し、約 1150～2210 万尾としている。平塚（2007）は体長依存型資
源動態モデルを作成し、conditioning により加入尾数の推定をしている。 
 東京湾のシャコ漁業は 1978 年以降、漁獲量制限や漁獲努力量制限、網目規制や禁
漁など様々な資源管理を行ってきている。しかし、これら漁業による影響を表す漁獲
係数の推定についての研究はあまりなされていない。中田（1990）は、シャコの資源
状態の診断のために田中（1987）の方法から自然死亡率(/年)を=0.751 とした。さらに、
試験採取したシャコの標本のうち 0 歳と 1 歳および 1 歳と 2 歳の 2 つの体長組成分布
の山が明らかに出現する標本を選びそこから年間生残率として 0.310 を求め、これら
より漁獲係数を推定している。それによると、漁獲係数(/年)は 0.420 と推定され、年
間漁獲率は 0.247 となった。しかし、他の研究において漁獲係数を推定した例はない。
そこで、本章では平塚（2007）にならい、conditioning による加入量と漁獲係数を推
定する。さらに、この方法によって得られた年齢別資源量を用いて再生産関係を求め
る。 
3-2 材料と方法 
 本章では、東京湾においてシャコは産卵されてから 1 年後に加入するとし、2 章と
同様に加入後 48 ヶ月後に死亡すると仮定した。平塚（2007）に従い、過去の研究に
より得られたパラメータを用いて体長組成モデルを作成した。モデルの構造を図 3-1
に示す。さらに、そのモデルから計算される漁獲物の月別体長組成と実際の漁獲量か
ら求められる漁獲物の月別体長組成との差を最小にするよう加入尾数と漁獲係数を
推定した。推定には MSMCO（Multi-Stage Monte Carlo Optimization）法を用いた。そ
の際、加入尾数の初期値と乱数系列を様々に変化させ、各々の試行において得られた
加入尾数の平均値を加入尾数の推定値とした。以下にモデルの条件、モデルの構造お
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よびモデルのパラメータの推定方法について述べる。 
東京湾におけるシャコの加入月 現在、東京湾におけるシャコの産卵期は、４月から
８月の間に２回あると考えられている（清水 2004）。しかし、産卵期ごとに加入尾数
を推定するのは非常に困難である。そこで、本章では計算を簡卖にするため、同年の
加入を同一年級群とし、４～８月の中間である６月を加入月と仮定した。 
加入時の体長組成 体長組成モデルにおいて、シャコの最大体長を 2 章で求めた成長
曲線のパラメータの L∞から 14.4cm、体長階級幅hを 0.5cm および体長階級数 jを 32
とした。本章では、加入時の体長分布 )(xf は以下の正規分布に従うとした。 
𝑓 𝑥 ~𝑁(𝐿13 ,𝜎𝐿13
2 ) 
ここで、x、L13 および𝜎𝐿13は、それぞれ体長（cm）、産卵から 13 ヶ月後の理論体長(cm)
および産卵から 13 ヶ月後の体長の標準偏差(cm)である。ここで、L13 は式(2-11)より得
た 8.06cm とした。また、しかし、L13 は、式(2-11)から計算した外挿値であり、分散σL13が
計算できない。そこで、データのある最若年の体長の L20 の分散𝜎𝐿20を𝜎𝐿13 = 𝜎𝐿20とし
て用いた。 
計算上、連続分布から離散分布へと変更する必要があるので、以下の式により体長階
級 jの確率を計算した。 
𝑓 𝑥𝑗  × 𝑕 =
1
 2𝜋𝜎𝐿20
2
𝑒𝑥𝑝  −
 𝑥𝑗−𝐿13 
2
2𝜎𝐿20
2  × 𝑕  （3-1） 
体長を 0<x<L13+2𝜎𝐿20としたので、式(3-１)を全ての体長階級で合計しても１にならな
いため、 
𝑓(𝑥𝑖)∙𝑕
 𝑓(𝑥𝑗 )∙𝑕𝑗
=
𝑓(𝑥𝑗 )∙𝑕
𝐹
  ,  j=1,2,…,32  （3-2） 
とした。これに𝑦年の加入尾数 Ny を乗じて、 
𝑁𝑦 ,𝑗 = 𝑁𝑦
𝑓(𝑥𝑗 )∙𝑕
𝐹
  ,  j=1,2,…,32  （3-3） 
体長階級𝑗の個体数の頻度 Ny,j を求めた。よって、𝑦年の総加入尾数 Ny は、 
𝑁𝑦 =  
𝑁𝑦 ∙𝑓(𝑥𝑗 )∙𝑕
𝐹𝑗
  （3-4） 
となる。 
成長と成長移行確率 t月における体長 tL (cm)は、２章で得られた von Bertalanffy の成
長曲線である式(2-11)、 
𝐿𝑡 = 14.3804 1 − 𝑒𝑥𝑝 −4977(𝐹 𝑡 − 𝐹 −0.552 )    （2-11） 
で求められる。したがって、１ヶ月間の平均成長量 L は、 
∆𝐿𝑡     = 𝐿𝑡+1 − 𝐿𝑡  
∆𝐿𝑡     = 𝐿𝑡+1 − 𝐿𝑡 =  1 − 𝑒𝑥𝑝 −𝑘  (𝐿∞ − 𝐿𝑡) 
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=  1 − 𝑒𝑥𝑝 −0.4977  (14.3804 − 𝐿𝑡)  (3-5) 
となる。また、１ヶ月間の成長量の分布は、以下の通り成長量∆𝐿𝑡は、∆𝐿    を平均、𝜎∆𝐿
2  
(cm2)を分散とする正規分布に従うとした。 
∆𝐿𝑡~𝑁(∆𝐿𝑡     ,𝜎∆𝐿𝑡     
2 )  （3-6） 
式(3-8)も計算のために離散分布に変更する必要がある。そのために、成長量の上限と
下限を以下のように仮定した。 
∆𝐿𝑡     − 3𝜎∆𝐿𝑡 < ∆𝐿𝑡
     < ∆𝐿𝑡     + 3𝜎∆𝐿𝑡       （3-7） 
すると、成長量階級 o の確率𝑃(∆𝐿𝑡 ,𝑜)は、成長量階級幅𝑑𝑑 (cm)とおよび成長量階級 o
における階級値∆𝐿𝑡 ,𝑜  (cm)の確率を用いて、 
𝑃 ∆𝐿𝑡 ,𝑜 =
𝑓(∆𝐿𝑡 ,𝑜 )×𝑑𝑑
𝐹𝑔𝑡
=
1
 2𝜋𝜎∆𝐿𝑡
2
𝑒𝑥𝑝  −
 ∆𝐿𝑡 ,𝑜−∆𝐿𝑡      
2
2𝜎∆𝐿𝑡
2  × 𝑑𝑑  （3-8） 
となる。ただし、𝐹𝑔𝑡は、全ての体長階級での合計で、 
𝐹𝑔𝑡 =  𝑓 ∆𝐿𝑡 ,𝑜 × 𝑑𝑑𝑜𝑖   (3-9) 
と表される。𝑡月の各体長階級の全ての個体の体長はその体長階級の階級値とし、こ
こで定義した成長量とその確率に従い成長する。つまり、𝑡月に体長階級𝑗に属する個
体が(t+1)月に体長階級 j+に成長すると、(t+1)月における体長階級 j+の体長 xt+1,j+α
は、 
𝑥𝑡+1,𝑗+𝛼 = 𝑥𝑥 ,𝑗 + ∆𝐿𝑡 ,𝑜  （3-10） 
となる。また、𝑡月に体長階級𝑗に属する個体数𝑛𝑡 ,𝑗のうち、(t+1)月に体長階級 j+に移
る確率を𝑝𝛼とすると、(t+1)月に体長階級 j+に属する個体数𝑛𝑡+1,𝑗+𝛼は、 
𝑛𝑡+1,𝑗+𝛼 = 𝑛𝑡 ,𝑗 × 𝑝𝛼  （3-11） 
となる。ここで𝑝𝛼は、 
𝑝𝛼 =  𝑃(∆𝐿𝑡 ,𝑜)t   （3-12） 
であり、 
𝑥𝑡 ,𝑗+𝛼
𝑙𝑜𝑤𝑒𝑟 ≤ 𝑥𝑡 ,𝑗 + ∆𝐿𝑡 ,𝑜 ≤ 𝑥𝑡 ,𝑗+𝛼
𝑢𝑝𝑝𝑒𝑟  （3-13） 
の範囲に含まれる全ての成長階級で P(ΔLt,o)を全て足し合わせたものである。 
 上述の作業を各年級、各体長階級ごとに行うことで、ある月から次月の間で成長し
た後の体長分布を得た。 
生残率 自然死亡係数は体長階級にかかわらず一定とした。その際、平塚（2007）に
ならい自然死亡係数 m(/月)は 0.05 とした。したがって、漁獲の影響を含まない月間生
残率 S は、 
meS    （3-14） 
となる。さらに、漁獲率 E は、 
)1( )(( mFe
mF
F
E 

   （3-15） 
で求めた。ここで、F は漁獲係数(/月)を表す。 
漁具選択性と漁業者水揚選択性 体長階級値 jx に対する漁具による各体長毎の漁獲
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されやすさを示す漁具選択性曲線 )( jn xS として、石井（2001）より、 
𝑆𝑛 𝑥𝑗  =
1
 1+𝑒𝑥𝑝  −1.61∙𝑥𝑗+18.48  
0.35  （3-16） 
を用いた。また、体長階級値 jx に対する漁業者による漁獲選別を示す漁業者選択性曲
線 )( jl xS として、平塚(2007)より、 
𝑆𝑙 𝑥𝑗  =
1
 1+𝑒𝑥𝑝⁡(−2.73∙𝑥𝑗+31.18 
  （3-17） 
を用いた。これらの曲線を図 3-2 に示す。 
成長、死亡および漁獲過程 y 年 6 月の加入個体数 1,yN は体長階級ごとの個体数 ny,j
を要素とするベクトル 
𝑁𝑦 ,1 =  𝑛𝑦 ,1  𝑛𝑦 ,2  ⋯𝑛𝑦 ,32   （3-18） 
で表わされる。すると、漁獲が加わる直前の体長組成は、 
𝑁𝑦 ,2 =  𝑛𝑦 ,2,1𝑆  𝑛𝑦 ,2,2𝑆  ⋯𝑛𝑦 ,2,32𝑆   （3-19） 
となる。操業を行わない船上へひき上げられる体長階級値 x1 に属する個体数 cL は漁
獲率および漁具選択性から 
𝑐𝐿𝑦 ,2,1 = 𝑛𝑦 ,2,1 × 𝑆
2 × 𝐸 × 𝑆𝑛 𝑥1   （3-20） 
となる。したがって、2 ヶ月目（y 年 7 月）の総船上水揚個体の体長組成は 
𝑐𝐿𝑦 ,2 =  𝑐𝐿𝑦 ,2,1  𝑐𝐿𝑦 ,2,2   ⋯𝑐𝐿𝑦 ,2,32   （3-21） 
となる。1 章で述べたように、船上に水揚げされた漁獲物は漁業者により、商品とし
て水揚する個体と商品サイズに満たない個体に選別される。したがって、選別後漁獲
物のなかで、体長階級値 x1 に属し、漁業者による選別が行われた後の漁獲尾数 cR は、
漁業者選択率 Sl(xｊ)を用いると、 
𝑐𝑅𝑦 ,2,1 = 𝑐𝐿𝑦 ,2,1 × 𝑆𝑙 𝑥1  
= 𝑛𝑦 ,2,1 × 𝑆
2 × 𝐸 × 𝑆𝑛 𝑥1 × 𝑆𝑙 𝑥1    （3-22） 
となる。よって、2 ヶ月目（y 年 7 月）の総水揚漁獲個体の体長組成は、 
𝐶𝑅𝑦 ,2 =  𝑐𝑅𝑦 ,2,1  𝑐𝑅𝑦 ,2,2   ⋯𝑐𝑅𝑦 ,2,32   （3-23） 
となる。また、投棄尾数 discN は、船上水揚げと出荷水揚げの差であるので、 
𝑑𝑖𝑠𝑐𝑁𝑦 ,2,1 = 𝑐𝐿𝑦 ,2,1 − 𝑐𝑅𝑦 ,2,1 
= 𝑛𝑦 ,2,1 × 𝑆
2 × 𝐸 × 𝑆𝑛 𝑥1 × (1 − 𝑆𝑙 𝑥𝑙 )  （3-24） 
である。したがって、2 ヶ月目（y 年 7 月）の総投棄個体の体長組成は 
𝑑𝑖𝑠𝑐𝑁𝑦 ,2 = (𝑑𝑖𝑠𝑐𝑁𝑦 ,2,1  𝑑𝑖𝑠𝑐𝑁𝑦 ,2,2   ⋯𝑑𝑖𝑠𝑐𝑁𝑦 ,2,32)  （3-25） 
で表される。投棄により海へ戻された個体のうち、一部は死亡することが知られてい
る（石井,2002）。石井(2002)は、投棄死亡は年間を通して低くて 0～10％、高くて 50％
程度であると報告している。また、平塚(2007)はシャコのモデル作成時に投棄死亡を
 45 
 
年間通して 30％と仮定しており、本章でも、投棄死亡を毎月 30％とした。よって、
漁獲後の体長階級値 x1 に属する個体数は、 
ny,2,1 − cLy,2,1 + discny,2,1 × 0.7  （3-26） 
で表される。以上の計算を時間 t = 48 まで行うことで、生後 1 年後の加入から 4 年間
の個体群動態を計算した。 
Conditioning による加入量と漁獲係数の推定 上記の体長組成モデルから計算され
るのは、漁獲物の体長組成である。しかし、実際の漁獲データは、銘柄別漁獲量とし
て記録されている。したがって、実際の銘柄別漁獲枚数を体長組成に変換しなければ
ならない。Kodama et al.(2006)は、剥き身シャコ全長と加工前の体長(BL)の関係を得て
いる。これを用いて銘柄別の漁獲枚数を体長組成に変換した。また、各銘柄の平均体
長と標準偏差も Kodama et al.(2006)の結果を用いた（表 3-1）。これらより、漁獲物体
長組成 )(xC は、 
𝐶 𝑥 = 𝑃𝐿𝐿𝑁 𝑥 𝜇𝐿𝐿 ,𝜎𝐿𝐿
2  + 𝑃𝐿𝑁 𝑥 𝜇𝐿 ,𝜎𝐿
2  
+𝑃𝑀𝑁 𝑥 𝜇𝑀 ,𝜎𝑀
2  + 𝑃𝑆𝑀𝑁 𝑥 𝜇𝐿 ,𝜎𝑆𝑀
2     （3-27） 
となる。だだし、𝑃𝐿𝐿 + 𝑃𝐿 + 𝑃𝑀 + 𝑃𝑆𝑀 = 1である。ここで、 )(xC は水揚げデータの確
率密度関数、P は各銘柄の混合率、μは正規分布の体長の平均値（cm）、σは正規分布
の標準偏差（cm）である。また、添え字の LL、L、M および SM は、それぞれ、特大、
大、中およびマル中を表す。また、混合率は、各月の総漁獲枚数に対する各銘柄比別
漁獲枚数の比率を用いた。このようにして実際の銘柄別漁獲枚数から得られた漁獲物
の連続的な体長分布を、加入量の分布を離散変換した場合同様に、漁獲物の離散的な
体長組成に変換した。モデルから得られた漁獲物の体長組成と 1991 年から 2005 年ま
での実際の銘柄別漁獲枚数から上記の方法で変換した漁獲物の体長組成との残差二
乗和が最小となるような 1989 年から 2005 年の加入量、および漁獲係数を、MSMCO
（Multi-Stage Monte Carlo Optimization）法を用い求めた。 
性比・産卵 本章では上記で求められる加入量と産卵量との関係、すなわち再生産成
功率（RPS，Recruitment per Spawning）についても検討した。そのために、性比と産
卵量も重要な情報である。性比については平塚（2007）より 1：1 とした。 
 次に、再生産成功率を次の通り求めた。まず、親の体長と産卵量の関係として、
Kodama(2004)より 
𝐹𝑒 𝑥𝑗  = 58.4𝑥𝑗
2.79  (xj>7cm) （3-28） 
を用いた。なお、Fe(xj)は体長階級値 xj (cm)の 1 個体あたりの産卵量である。ここで、
最小成熟体長を 8cm とし、それより大きい個体は全て成熟すると仮定した。この仮定
より、産卵親魚量（SSB，Spawnig Stock Biomass）、すなわち y 年における成熟個体数
MNy は、 
𝑀𝑁𝑦 =   𝑛𝑦−𝑖 ,𝑗𝑗𝑖   𝑖 = 1,2,3    𝑗 = 16,17,18,⋯ ,32   （3-29） 
と表される。ここで、ny-i,j は y-i 年生まれの体長階級 j における個体数である。よっ
て y 年の産卵数 EGGy は, 
𝐸𝐺𝐺𝑦 =
1
2
  𝑛𝑦 ,𝑖 × 𝐹𝑒(𝑥𝑗 )𝑗𝑖   𝑖 = 1,2,3   𝑗 = 16,17,18,⋯ ,32   （3-30） 
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となる。 
今、卵から加入まで生後１年間の自然死亡係数を Mｙ(/年)とすると、y 年に加入する
個体 Ryは、 
𝑅𝑦 = 𝐸𝐺𝐺𝑦−1 × 𝑒
−𝑀𝑦  （3-31） 
と表される。よって、y-1 年の産卵量と y 年の加入量より、再生産成功率は RPS は、 
𝑅𝑃𝑆𝑦 =
𝑅𝑦
𝑀𝑁𝑦−1
     （3-32） 
で計算される。RPSy は、前年の親個体が産んだ卵が、浮遊幼生を経て、1 年後に加
入するまでの生残率を表す。本章で用いた記号は表 3-1 にまとめて示した。 
 
3-3 結果と考察 本章では、1989 年から 2005 年までの加入尾数を推定した。卵数
のシードを変えて加入尾数推定のためのトライアルを 31 回実行し、それぞれのトラ
イアルで推定した加入尾数の平均値を推定値とした。ただし、古いコホートと最近の
コホート、すなわち、1989,1990,1991,2004 および 2005 年は、漁獲量のデータに全
ての年級群が含まれないため（trancation effect）、推定値の信頼性は低くなるため削
除し、1992 年から 2003 年までの加入尾数の推定量のみを図 3-3 に示した。1993 年
の加入尾数が推定値の中では最も多く、2002 年の加入尾数が最も尐なかった。また、
推定加入尾数の年数に対する回帰直線計算すると、その回帰直線の傾きは-2.00×10６
(尾）、相関係数ｒ=0.591 となり、有意水準 5%で経年的な減尐傾向が認められた。 
 図 3-3 は推定された漁獲係数の経年変化を示したグラフである。1993 年の漁獲係
数が最も大きく 2003 年の漁獲係数が最も小さいことが分かる。漁獲係数の推定値の
年に対する回帰直線の傾きは-0.0205（/月/年）、相関係数 r は 0.745 と推定され、有
意水準 0.1％で経年的な減尐傾向が認められた。 
 図 3-4 に実際の漁獲量と推定された漁獲量の経月変化を表す。推定された漁獲尾数
は実際の漁獲尾数よりも上下の変動は小さいが推定された漁獲尾数のピークは実際
の漁獲尾数のピークをほぼ再現していることが分かる。両者の間の決定係数ｒ２乗は
0.517 であった。本章で提案した体長組成遷移を考慮した資源動態モデルは、実際の
漁獲量の経月変動の約 52%を説明していることになる。 
 図 3-5 は 1996 年から 2001 年までの横浜市漁協柴支所所属のある小型底曳網船の
出漁日数とその年別月別平均日数である。年により変動はあるが春から夏にかけて上
昇し、冬には尐ないことが分かる。 
次に、この月別出漁日数の平均値から求められる年間総出漁日数で各月が占める出漁
日数を除し、各月の年間に対する出漁日数割合を求めた。これに、図 3-4 の推定漁獲
尾数を乗じ、出漁日数の月ごとの変動を考慮した月別漁獲尾数を求めた（図 3-6）。こ
れをみると図 3-4に示したものよりも漁獲尾数の上下が大きくなりより実際の漁獲尾
数に当てはまりが良いことが分かる。実際の月別漁獲尾数と出漁日数の月ごとの変動
を考慮した月別漁獲尾数の間の決定係数 r2は 0.5773 となった。このように、各月の
年間に対する出漁日数割合を考慮した方が当てはまりが良かった。 
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 図 3-7 は実際の漁獲量と推定された漁獲量の経年変化を表す。2000 年の減尐の程
度、2001 年の減尐、2003 年の上昇については再現しきれなかったが推定された漁獲
尾数は実際の漁獲尾数をよく再現した。両者の間の決定係数 r2は 0.762 と、月別漁獲
量における決定係数より大きくなった。このことより、本章で提案した体長組成遷移
を考慮した資源動態モデルにより、実際の年間漁獲量の変動をうまく再現することが
可能と思われる。 
 図 3-8 は、式(3-30)から求められた産卵量と推定された加入量の関係を表す。産卵
量 EGGｙと加入量 Ryの関係は、 
Ry=1×10-4x-6×105EGGｙ 
で近似でき、両者の間の相関係数ｒは 0.586 となった（有意水準５％）。 
 図 3-9 は再生産成功率 RPS の経年変化を示す。RPS は上下を繰り返しながら経年
的に減尐している。RPS と年数の間には、有意水準 10％で負の相関が認められ、相
関係数ｒは-0.597 となった。 
図 3-10 で、1996 年から 2001 年までの柴支所所属のある小型底曳網漁船（標本船）
の年間出漁日数、年間曳網回数、年間操業時間および年間漁獲尾数と推定漁獲係数を
比較した。出漁日数、曳網回数、操業時間は上昇傾向が見られ、推定された漁獲係数
の傾向とは一致しなかった。標本船の出漁日数、曳網回数、操業時間および漁獲尾数
と推定漁獲係数の間の決定係数 r2は、それぞれ 0.0109、0.00130、0.0398 および 0.433
であった。すなわち、漁獲努力量の指標だと考えられる出漁日数、曳網回数および操
業時間と漁獲強度の指標だと考えられる漁獲係数との間に相関が認められなかった
ことから、推定された漁獲係数は実際の漁獲に関する情報のトレンドをとらえてはい
ない、と考えられる。これは資源動態モデルに入力する情報として、月別の漁獲体長
別漁獲尾数しか用いていないためだと考えられる。そのため推定漁獲係と年間漁獲尾
数との間には正の相関関係が認められた（有意水準 5％）。また、図 3-6 で示すように
月別漁獲尾数では、実測値と計算値の差は比較的小さかった。したがって、推定漁獲
係数は経年的な漁業のトレンドは捕えてはいないが、そのスケールは妥当であると考
えられる。 
 3 章ではシャコの加入量と漁獲係数の同時推定を行った。その結果、加入量はの経
年的には減尐していた（有意水準 5%）。また、1998 年、2000 年および 2002 年の加
入量は他の年のそれに比べて尐なかった。特に、1997 年から 1998 年にかけて、加入
量は急激に減尐していた。そこで、推定された加入量を、1994 年から 1997 年と 1998
年から 2001 年の 2 期間に分け、両期間の加入量の平均値を比較した。すると、両期
間の加入量の平均値は、有意に異なっていた（有意水準 5%）。また、図 3-8 より、1997
年の再生産成功率は 2001 年に次いで低かった。これらのことから、1997 年から 1998
年にかけて何らかの影響によって再生産成功率が低下したことによって、1998 年の
加入量が減尐したのではないかと考えられる。一般に、再生産成功率は環境要因や捕
食・被食・競合関係にある生物などの要因により決定されると考えられてる。1997
年の再生産成功率が低かった原因の特定をするために、今後これらの要因と比較した
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研究が必要である。 
本研究で得られた加入量と産卵親魚量より求められた再生産性効率が低かった年は
1994 年、1997 年および 2001 年であった。これとは逆に、再生産性効率が高かった
年は 1992 年、1993 年、1995 年および 1996 年であった。最小と最大の再生産成功
率は、それぞれ 0.7023（2003 年）と 1.6966（1993 年）であった。このように、再
生産性効率の年変動はその差 0.9943 と大きく、この変動が漁獲量変動に影響を及ぼ
していると考えられる。したがって、再生産成功率を決定する要因を明らかにするこ
とは、シャコ漁業を管理する上で重要な情報となる。再生産成功率は、個体群の発生
初期にあたる時期の環境要因の影響を大きく受けると考えられる。この期間の個体群
の個体数の漁獲等を通じた人為的な管理は不可能である。しかし、加入量変動に影響
を及ぼしている発生初期の環境要因が解明できれば、環境要因が発生初期の生残に悪
影響を及ぼすと予想されるときに発生初期を過ごした年級群に対して、次世代の加入
を保障するために漁獲を抑制するなどの対処をとることができ、資源の崩壊を免れる
ことが可能となる。そのため、再生産成功率に影響を及ぼす要因を解明することは、
今後の漁業管理において非常に重要な課題である。 
シャコの産卵期は、4 から 5 月（春産卵）と 7 月から 8 月にかけて（夏産卵）の、
2 回であることが知られている（清水 2000）。しかし、夏期に発生したシャコの体長
は、稚シャコになる頃に、春発生群の体長と同じになり、両者を体長組成から区分で
きない（中田 1990）。したがって、本研究で採用した資源動態モデルでは、6 月を産
卵期とし、両発生群を１つの群とした。しかし、本研究で提案した資源動態モデルを、
春と夏の２回の産卵が行われるとし、より現実に即したモデルに改良することも可能
だと思われる。 
本研究では、自然死亡係数 m（卖位）を、0.05 とし、年月によらず一定とした。そ
の理由は、漁獲係数 F と自然死亡係数を同時に推定することが困難であったためであ
る。しかし、この自然死亡係数が妥当であるという根拠はない。したがって、今後の
研究において、本研究で用いた自然死亡係数の値の妥当性について検証する必要があ
る。着底後の自然死亡率は、それ以前の自然死亡率に比べ安定していると考えられる
が、着底後の体長や年級群によって異なる可能性は否定できない。もしそうであるな
らば、自然死亡係数が体長や年級群によって異なるモデルを作成しなければならない。 
本研究では、漁業者による水揚げ選択性として、加入尾数の推定期間を通し同じ選
択性曲線を用いた。しかし、実際の操業において、大型個体が多く漁獲される春季に
おける 50％選択体長は一年の中でも一番大きく、大型個体の尐ない夏から冬にかけ
ての 50％選択体長は小さくなる。この影響を考慮するために、本研究で用いたモデ
ルを漁業者による水揚げ選択性が毎月異なるようなモデルに拡張することも可能で
ある。 
これに加え、投棄死亡率も本研究で作成したモデルでは 30％と一定とした。しかし、
石井(2002)が明らかにしたように、投棄死亡率は夏に高く、冬に低い。したがって、
漁業者による水揚げ選択性と同様に、月別投棄死亡をモデルに取込むことが必要と思
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われる。 
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表 3-1 体長組成モデルで使用した記号一欄 
体長組成モデル 
y：年(西暦） S：生残率 
t：月 E：漁獲率 
i：年級を表す添字 m：自然死亡係数 
j：体長階級を表す添字 F：漁獲係数 
h：体長階級幅(0.5cm)  X j：体長階級 j の階級値(cm) 
Rｙ：ｙ年に加入する個体数（y-1 年産まれ） 
Ny,t：y 年 t]月の個体数 
ny,t,j：y 年 t 月体長階級 j の個体数 
discNy,t：y 年 t 月の投棄個体数 
discNy,t,j：y 年 t 月体長階級 j の投棄個体数 
CRy,t：y 年 t 月の水揚げ個体数 
cRy,t,j：y 年 t 月体長階級 j の水揚げ個体数 
CLy, t ： y 年 t 月の船上水揚げ個体数 
cLy,t,j：y 年 t 月体長階級 j の船上水揚げ個体数 
N (μ,σ2 ) ：平均μ、標準変差σの正規分布 
Sl(xj)：体長ｘj に対する水揚げ選択確率 
Sn(xj)：体長ｘj に対する漁具選択確率 
Lt：t 月の体長(cm) 
ΔLt：t 月における 1 ヶ月の体長量(cm) 
o：成長量階級を表す添字 
dd：成長量階級幅(0.05cm) 
lt,o：t 月における成長量階級 o の階級値(cm) 
C (xj)：漁獲物の混合正規分布 
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表 3-2 銘柄マル中、中、大および特大の加工前の平均体長(cm)と標準偏差（cm） 
 
 
  
 マル中 中 大 特大 
平均体長（cm） 
標準偏差（cm） 
11.0 
0.4 
11.7 
0.5 
12.4 
0.6 
13.2 
0.6 
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図 3-1 使用したモデルの構造 
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図 3-2 漁業者選択性曲線と漁具選択性 
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図 3-3 1992 年から 2003 年までの推定加入尾数の経年変化 
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図 3-4 1992 年から 2003 年までの推定漁獲係数の経年変化  
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図 3-5 実際の漁獲尾数の経月変化と推定された漁獲尾数の経月変化 
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図 3-6 1996 年から 2001 年までの月別出漁日数と平均値の経月変化 
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図 3-7 出漁日数割合を推定漁獲尾数に乗じて得られた漁獲尾数の経月変化 
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図 3-8 実際の年間漁獲量と推定年間漁獲量の経年変化 
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図 3-9 産卵量と加入尾数の関係 
図中の直線は産卵量に対する加入尾数の回帰直線である。 
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図 3-10 再生産成功率の経年変化 
図中の年に対する再生産成功率の回帰直線である。 
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図 3-11a 柴支所所属のある小型底曳網漁船の年間出漁日数と推定漁獲係数の経年変化 
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図 3-11b 柴支所所属のある小型底曳網漁船の曳網回数と推定漁獲係数の経年変化 
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図 3-11c 柴支所所属のある小型底曳網漁船の曳網時間と推定漁獲係数の経年変化 
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図 3-11d 柴支所所属のある小型底曳網漁船の合計漁獲尾数と推定漁獲係数の経年変化
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４章 シミュレーションによる資源管理方策の検討 
 
４－１ 目的 
 現在、東京湾のシャコ漁業は資源の減尐によって禁漁をせざるを得ない状態にある。
この禁漁の効果と評価は漁業関係者にとって今後の漁業計画を考える上で重要な情
報となる。 
 しかし、東京湾のシャコでとられた資源管理方策の効果を定量的に分析した例は見
られない。また、今後、漁業が解禁された後、資源の減尐を招かないようにしつつ、
安定的にシャコを消費者に供給していくためには適切な資源管理方策が必要となる。 
 東京湾でシャコを漁獲している横浜市漁業協同組合柴支所に所属する小型底曳漁
船に対し、1977 年に 1 日当たりの漁獲量（出荷枚数）制限が、1978 年に漁獲努力量
規制である二操一休制が行われ始めた。また、商品サイズに満たない小型のシャコの
混獲を減らす目的で、1989 年に袋網の目合を５寸（約 15cm）につき 10 節から 9 節
に拡大し、2001 年には袋網の網目を菱目から角目へ変更した。これ以降の急激な漁
獲量の減尐を受け、2006 年から自主的な禁漁、2007 年からは資源回復計画による禁
漁を行っている。さらに、横浜市漁業協同組合柴支所は、2008 年から試験操業の際
に袋網のジッパー部を短くした新型の網を採用するなど、現在まで資源管理に対して
積極的に取り組んできた。このように、芝支所による東京湾でのシャコ底曳網漁業は
資源管理型漁業の先進事例として、また後継者の育つ漁業として有名である（浜野 
2005）。しかし、それらの資源管理方策が実行されているにも関わらず、1987 年ごろ
には 1 億 5000 万枚であった漁獲量は、1990 年代に入ると急減し、1993 年には 1 億
枚、2005 年には１０万枚に減尐した。また、現在の禁漁中でも、事前に期待されて
いたような資源の回復はみられていない。 
 このような漁獲量の減尐の理由として、環境要因の影響に加え、現在までの資源管
理が不十分であり、過度な漁獲が原因であった可能性も考えられる。 
そこで、本章では 2 章と 3 章の結果をもとに、漁獲係数を変化させせ、将来の資源
動向をシミュレーションし、今後の東京湾におけるシャコの資源管理方策について検
討する。 
 
４－２ 材料と方法 
本章では、2 章で求めた成長式、３章で使用した資源動態モデルおよび 1992 年か
ら 2003 年までの推定加入量と推定漁獲係数、再生産成功率を用いた。様々な漁獲係
数 F（/月）に対し、2030 年までの資源量と漁獲量をそれぞれ 100 回の試行によって
試算した。基準となる漁獲係数として、3 章で求めた 1992 年から 2003 年までの推定
漁獲係数の平均値 Fc（/年）を用いた。この漁獲係数を基準とした理由は、3 章で述
べたように（図 4-9）、3 章で推定した漁獲係数が実際の漁獲に関する情報のトレンド
を捉えていないが全体のスケールとしては妥当だと考えられるためである。2004 年
以降 2030 年まではこの Fc を基準に、その 60%から 120%までの範囲の F を用い（表
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4-1）、それぞれの F について資源量と漁獲量を試算した。 
再生産成功率 t 年に 1 歳となる資源尾数 Rtは、t 年の産卵数 EGGt、卵から加入ま
での生後 1 年間の自然死亡係数を Mtとすると 
  𝑅𝑡 = 𝐸𝐺𝐺𝑡−1 × 𝑒
−𝑀𝑡  
と表せる。したがって、t 年の再生産成功率 RPSｔは 
     𝑅𝑃𝑆𝑡 =
𝑅𝑡
𝐸𝐺𝐺𝑡−1
 
となる。 
将来の資源について再生産関係は不確定な要素である。3 章で求めた再生産成功率
は有意水準 10%で経年的に減尐していること示した。しかし、この再生産成功率の減
尐を引き起こした原因は不明である。そこで、今回は 2003 年以降の再生産成功率と
して、既に得られている 1992 年から 2002 年の再生産成功率からランダムにリサン
プリングされた値を用いた。 
資源動態モデル 3 章で推定した 1992 年から 2003 年までは、推定された加入量を用
いた。2004 年以降の加入量については、次のように求めた。Kodama(2004)は、親の
体長と産卵数の関係として、 
     𝐹𝑒 𝑥𝑗  = 58.4𝑥𝑗
2.79  (xj>7cm) 
を得ている。ここで Xｊは体長階級値（cm）、Fe（Xｊ）は体長階級値 xj(cm)の個体あ
たりの産卵量（個）である。本研究ではこの式をある年の総産卵量を得るために用い
た。このように求めた卵数から翌年の加入尾数を計算した。その際に用いる再生産成
功率は過去の再生産成功率をランダムサンプリングして用いた。このように求められ
た加入尾数からは 3 章で用いたモデルを使用し、各年各月での尾数を計算することが
できる。このように求められた尾数のうち翌年の６月の尾数からは翌年の産卵量を知
ることができる。そしてこの産卵量から翌年の加入尾数を計算することができる。こ
の計算を毎年の年級群について繰り返し、2030 年までの資源量と漁獲量を試算した。 
 ここで、実際には 2005 年からは実質的な禁漁が行われており、F = 0 とするのが
妥当だと考えられる。しかしここでは計算の簡略化のために 2005 年から設定した F
によって漁獲が行われたと仮定して計算した。 
 
４‐３ 結果 
本章では、漁獲量と資源量を回復させ、持続的に資源の利用が可能な漁獲係数 F に
ついて検討した。8 通りの F に対し、それぞれ 100 回の試行を行って得られた 1993
年から 2030 年までの漁獲尾数の平均値を図 4-1-a に示す。また図 4-2 は様々な F に
対するそれぞれ100回のランダムサンプリングによって推定された1993年から2030
年までの資源量の平均値のグラフである。 
F が Fc、1.1Fc および 1.2Fc のとき、漁獲尾数は 2030 年までに次第に減尐した。漁
獲係数を Fc とした場合、2030 年の漁獲尾数は、2004 年の漁獲尾数と比べ約 170 万
尾尐なくなった。資源尾数も同様に年々減尐していく結果になった。2030 年の資源
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尾数はそれぞれ 2885 万尾、1941 万尾および 1347 万尾となった。また、図 4-2-b は
図 4-2-a の 2002 年から 2009 年までの部分を拡大したものである。Fc、1.1Fcおよび
1.2Fc の場合、2004 年から 2 年間の漁獲尾数は、他の漁獲係数の場合の漁獲尾数より
多くなった。2005 年の漁獲尾数は、漁獲係数を Fc、1.1Fc および 1.2Fc とした場合、
それぞれ 5.56×106尾、6.00×106尾および 6.03×106尾となった。したがって、漁獲
係数を Fc とした場合と比べて、漁獲尾数は、1.1Fc の時は 4.45×10５尾、1.2Fc の時
は 4.68×105尾多くなった。しかし、その増分は Fc とした場合の漁獲尾数の約 1％で
ある。しかも、漁獲量が一旦増加した後、漁獲量は減尐していく。そのため漁獲係数
を挙げることのメリットはない。 
漁獲係数を 0.9Fc とした場合、平均漁獲尾数は 2030 年まで全体的にほぼ横ばいで
あった。2030 年の推定漁獲尾数は 520 万尾となり、2004 年の漁獲尾数と比べると
11 万尾増加した。平均資源尾数も 2030 年まで全体的にほぼ横ばいであった。2030
年の推定資源尾数は 4441 万尾となり 2004 年の資源尾数と比べると 419 万尾下回っ
た。 
漁獲係数を 0.8Fc とした場合、漁獲尾数は経年的に徐々に増加し、2030 年では約
800 万尾となり、2004 年よりも約 300 万尾多くなった。資源量も同様に年々微増し
ていき、2030 年に 7113 万尾となった。 
漁獲係数を 0.7Fc と 0.6Fc とした場合、漁獲尾数は 2030 年まで増加を続けた。2030
年の時の漁獲尾数は、0.7Fc で約 1300 万尾、0.6Fc で 2250 万尾となった。2004 年の
漁獲尾数と比べると、漁獲尾数は 0.7Fc で約 800 万尾、0.6Fc で約 1700 万尾、増加し
とした。資源尾数は 2030 年まで増加していく傾向があり 2030 年の時点でそれぞれ 1
億 1924 万尾、2 億 3114 万尾となった。0.7Fc での結果は 2030 年の時点で 2004 年
の資源尾数の 2 倍となるという結果になった。 
漁獲係数を 0 とした場合、漁獲量は漁獲をしなくなるため 0 となった。資源量は大
幅な増加を続け、2030 年には約 324 億尾となった。図 4-2 では資源尾数の上限を 2
億 3000 万尾としているためそれを超えてしまう 2012 年以降は表示されていない。 
図 4-3 に、2006 年から 2009 年まで F = 0 とした時の資源量と資源回復計画内での
資源調査で得られた調査尾数との関係を示した。両者の間には有意な相関関係はなか
った。しかし、2008 年 5 月、2008 年 7 月、2009 年 5 月、2009 年 7 月のデータを除
外すると、両者の間に有意水準５％で正の相関関係があった。これは、本章で提案し
た資源動態モデルがある程度資源の傾向を捉えていることを示している。はずれ値と
した 4 点は、本章で作成したモデルでは捉えられない要因によって資源が変化したと
考えられる。その要因としては環境要因があげられる。そこで、5 章では、環境要因
が東京湾のシャコに与える影響について検討する。 
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表 4-1 資源量と漁獲量の試算に用いた漁獲係数 F 
Fc に対する割合 漁獲係数 F 
0% 
60% 
0 
0.199 
70% 0.232 
80% 0.266 
90% 0.299 
100% 0.332 
110% 
120% 
0.365 
0.398 
ここで、Fc とは、3 章で求めた 1992 年から 2003 年までの漁獲係数 F の平均値 
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図 4-1-a F を変化させたときの漁獲量の経年変化 
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図 4-1-b F を変化させたときの漁獲量の 2002 年から 2009 年までの経年変化 
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図 4-2 F を変化させたときの資源量の経年変化 
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図 4-3 F = 0 としたの時の推定資源量と資源調査での捕獲尾数との関係 
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5 章 貧酸素水塊とシャコ資源との関係 
 
5-1 目的 
 これまで、東京湾の環境とシャコについては多くの研究がなされてきた。児玉（2003）
は、シャコの生活史初期段階においてその生残に影響を与える環境要因の影響として、
表層と低層の水温、底層溶存酸素濃度、河川流量および風速单北成分に注目し、表層
水温と河川流量が加入量変動へ寄与していることを示唆した。また、児玉ら（2003）
は、シャコ幼生期における塩分耐性について調べ、東京湾では浮遊幼生期のシャコが
致死的な低塩分濃度の水塊に遭遇する可能性は低いとしている。さらに、Kodama et 
al.(2006)は、シャコの幼生期における生残に及ぼす低酸素水塊の影響を調べ、低酸素
水塊が初期減耗に何らかの影響を与えているとしている。同様に、中田（1986）も低
酸素水塊がシャコ幼生期における変態と着底に悪影響を及ぼしているとしている。大
富ら（1989）は、東京湾のシャコは夏に湾奥に発生した貧酸素水塊を避けて春から夏
にかけて单下移動し、酸素条件が回復した後に速やかに湾奥に侵入すると推測してい
る。また、小林(1993)は、東京湾のシャコが溶存酸素量 2ml/l を限界値としてそれを
忌避しているとした。矢沢・池田（1988）は、1983 年から 1985 年にかけて東京湾
内に設定した 45 観測点における水温、塩分、溶存酸素量、リン酸およびリンを測定
した。その結果、溶存酸素濃度は 5 月ごろから低下しはじめ、8 から 9 月に扇島と湾
奥に溶存酸素量 10%以下の貧酸素水塊が出現し、11 月に溶存酸素濃度が上がること
を明らかにした。さらに、生物実験によって、溶存酸素量 10%以下になるとシャコの
活性が失われることを示し、この事がシャコのへい死を招く可能性があるとしている。
これらより、かれらは、8 月から 9 月の東京湾奥の環境はシャコにとって不適である
としている。 
これらのように、多くの研究では貧酸素水塊がシャコの資源量の制限要因であると
している。一般に、貧酸素水塊は溶存酸素量 2.5ml/l 以下の水塊であり、東京湾のよ
うな閉鎖的な内湾などで発生することが多い。この貧酸素水塊には生物の生育に充分
な酸素がないため、多くの生物の窒息死を招くと言われている。東京湾において、例
年 5 月下旪から 6 月上旪に貧酸素水塊が湾奥部で発生し、6~7 月に最も広範囲に拡大
し、扇島沖から観音埼沖にかけての神奈川県寄りの海域にまで及ぶ。その後、貧酸素
水塊は湾内で消長を繰り返しながら最終的に湾奥部まで後退・縮小し 10~11 月ごろに
消滅する。その動きは下層の流れに左右される。下層流が岸沿いに单下するときは、
拡大・单下の傾向が見られ、沖合系水の侵入により、還流が北上するときは縮小また
は後退の傾向がみられる（小林 1994）。そこで本章では、この貧酸素水塊の影響に着
目し、貧酸素水塊とシャコ資源の動向について調べた。 
 
5-2 材料と方法 
 本章では、貧酸素水塊のデータとして、神奈川県水産技術センターのホームページ
で 閲 覧 で き る 東 京 湾 溶 存 酸 素 情 報 を 使 用 し た
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（http://www.agri-kanagawa.jp/suisoken/top.asp）。この情報は、漁業者に向けて提供して
いる神奈川県水産技術センターが行っている海洋観測の結果である。また、この情報
が底曳網漁業やあなご筒漁業の漁場の選定や操業計画も立案に重要なものとなるこ
とから、漁業者自らも観測を行い、その結果も神奈川県水産技術センターの調査結果
に追加されている。東京湾溶存酸素情報は、2005 年から 2009 年の 5 月から 11 月の
間で不定期に行われた 14 から 19 回の観測結果である。低層の溶存酸素量は、1 回の
観測で 5 から 15 地点で測定されている。ただし、観測ごとに観測地点が異なってい
るが、概ね 16 地点に分類できることから、地図に記されている観測地点を目視によ
って 16 地点に区分した。それらの地点は、風の塔北、風の塔单西、風の塔单西岸寄
り、D ブイ北東、D ブイ北西、D ブイ单、C ブイ北西、B ブイ北西、B ブイ单、B ブ
イ東、A ブイ東、5 番ブイ北、漁業内と漁港付近、7 番ブイ北西、7 番ブイ北東およ
び 7 番ブイ单西である（図 5-1）。このうちデータが豊富にあった風の塔北（地点 A）、
風の塔单西（地点 B）、D ブイ北東（地点 C）、D ブイ北西（地点 D）、D ブイ单（地
点 E）、B ブイ北西（地点 F）、5 番ブイ北（地点 G）、7 番ブイ北西（地点 H）、7 番
ブイ单西（地点 I）の 9 地点の溶存酸素量を本章では用いた。 
 これらのデータを各月 1 日から 10 日、11 日から 20 日、21 日から 31 日の上、中
および下旪に分けた。同旪、同地点において複数の溶存酸素量の測定値があった場合
には、それらの平均をその旪の溶存酸素量とした。また、ある旪において観測値が無
い地点がある場合、同旪において隣接する地点の溶存酸素量の測定値の平均値を用い
た。隣接地点において観測値が無い場合、その時期において観測値がある地点間の距
離を重みとし、溶存酸素量の平均値を計算した。例えば、地点 A の溶存酸素量の観測
値𝐷𝐴と地点 D の存酸素量の観測値𝐷𝐷があり、地点 B と地点 C の存酸素量の観測値𝐷𝐵
と𝐷𝐶が無い場合、 
𝐷𝐵 =
2
3
𝐷𝐴 +
1
3
𝐷𝐷 
𝐷𝐶 =
1
3
𝐷𝐴 +
2
3
𝐷𝐷 
として DB と DC を求めた。また、ある旪全体で観測値が無い場合、その前後の旪の
平均値を用いた。連続する 2 つの時期で観測値が無い場合、その旪間の時間差を重み
とした平均値を用いた。例えば、2005 年と 2008 年の地点 A の観測値 DA,2005と DA,2008
があり、2006 年と 2007 年の地点 A の観測値 DA,2006と DA,2007が無いときは、 
𝐷𝐴,2006 =
2
3
𝐷𝐴,2005 +
1
3
𝐷𝐴,2008  
𝐷𝐴,2007 =
1
3
𝐷𝐴,2005 +
2
3
𝐷𝐴,2008  
としてそれぞれを求めた。観測値が欠損している時期の前後の時期にも観測値が無い
場合は、その時期において、貧酸素水塊は発生していなかったとした。しかし、「東
京湾溶存酸素情報」は溶存酸素量であるため、貧酸素水塊の規模を示す指標としては
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使いにくい。そこで、以下の通り、地点別旪別溶存酸素量を貧酸素水塊の規模を表す
指標に変換した。 
地点別旪別溶存酸素量が 2.5ml/l 以下であった場合には、貧酸素水塊が発生してい
たとして、その地点とその旪に 1 を、2.5ml/l より大きかった場合には、その地点と
その旪に 0 を割り振った。各時期において、各地点の 0 と 1 を合計し、貧酸素水塊規
模とした。 
このように定義された貧酸素水塊規模と、2 章で用いた神奈川水産技術センターが
行った重要水産資源回復推進事業によるシャコの資源調査のうち、2006 年 7 月から
2009 年 9 月までの調査捕獲尾数、および 2 章で求めた年級群ごとの割合を用いて貧
酸素水塊がシャコ資源量に与える影響について検討した。 
 
5-3 結果 
図 5-2 は、2005 年から 2009 年までの地点 A から I までの溶存酸素量を等高線で表
したものである。一般に、貧酸素水塊と呼ばれるのは、溶存酸素量が 2.5ml/l 以下の
水塊である。そこで、図 5-2 では溶存酸素量が 2.5ml/l より大きい部分を青、2.5ml/l
以下の部分を黄色、魚類の生残率に影響を及ぼすといわれている 2.0ml/l 以下の部分
をオレンジ、貝類の生残に危険を及ぼすといわれている 1.5ml/l 以下の部分を赤で示
した。この図より、2005、2006 および 2008 年には、貧酸素水塊が比較的長く東京
湾全体を覆っていたことがわかる。それに対して、2007 と 2009 年では、貧酸素水塊
が東京湾全体を覆っていた期間は短く、比較的速やかにその収縮が始まっていたこと
がわかる。 
図 5-3 に、5-2 で定義した 2005 年から 2009 年までの貧酸素水塊規模の経時的な変
化を表した。2005、2006 および 2008 年では、比較的長い期間にわたり、貧酸素水
塊規模が大きかったのに対し、2007 と 2009 年では貧酸素水塊規模の収縮がはやく、
貧酸素水塊規模が小さくなっている。 
児玉（2008）は、2004 年から 2007年の毎月、湾内の定点において底曳網とNORPAC
ネットを用いた調査から幼生、稚シャコおよび成体の個体群密度を求め、浮遊幼生期
から着底までの期間での生き残りが着定量を規定している可能性を示唆している。そ
のため本研究ではそれを参考に貧酸素水塊の影響はその時の幼生期のシャコに影響
するのではないかと考えた。資源回復計画による乗船調査でその年生まれの個体が捕
獲されはじめる12月から翌年11月までの1歳の割合を、2章で用いた方法で求めた。
それに同年同月の総漁獲尾数を乗じ、その月の調査で捕獲された 1 歳の捕獲尾数を計
算した。図 5-4 は貧酸素水塊規模とその翌年の 1 歳の調査捕獲尾数の年間平均との関
係である。貧酸素水塊規模が小さかった 2007 年の時に幼生期だった年級群のその後
の資源量は他の年級群のそれよりも多かった。これに対して、貧酸素水塊規模が大き
かった 2005、2006 および 2008 年に幼生期であった年級群の加入量は尐なかった。
このことから、各年１歳の調査捕獲尾数の着底率に、貧酸素水塊が何らかの影響を与
えている可能性が考えられる。しかし、データ数が尐ないため、統計的にこの関係を
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分析することができなかった。今後、継続的な調査と貧酸素水塊およびシャコ資源デ
ータ収集が必要である。また、東京湾のシャコの着底個体数を決定する要因として、
貧酸素水塊だけではなく、水温や河川流量など多くの生息環境による影響が考えられ
る。そのため、今後これらの環境要因を考慮に入れ、それぞれについて比較した研究
も望まれる。 
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図 5-1 溶存酸素データの分類 16 地点 
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図 5-2-a 2005 年の溶存酸素量の分布 
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図 5-2-b 2006 年の溶存酸素量の分布 
  
A
C
E
G
I
4上 4下 5中 6上 6下 7中 8上 8下 9中 10上 10下 11中
観
測
地
点
観測時期
 81 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-2-c 2007 年の溶存酸素量の分布 
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図 5-2-d 2008 年の溶存酸素量の分布 
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図 5-2-e 2009 年の溶存酸素量の分布 
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図 5-3-a 2005 年の貧酸素水塊規模の変化 
  
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
4上 4中 4下 5上 5中 5下 6上 6中 6下 7上 7中 7下 8上 8中 8下 9上 9中 9下 10上10中10下11上 11中 11下
貧
酸
素
水
塊
規
模
時期
 85 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-3-b 2006 年の貧酸素水塊規模の変化 
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図 5-3-c 2007 年の貧酸素水塊規模の変化 
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図 5-3-d 2008 年の貧酸素水塊規模の変化 
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図 5-3-e 2009 年の貧酸素水塊規模の変化 
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図 5-4 貧酸素水塊規模と調査期間中の 1 歳尾数 
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Abstract 
 
［目的］東京湾における主要漁業である底曳網漁業では、シャコは重要な水産資源である。しか
し、近年、東京湾でのシャコの漁獲量は急激に減尐している。この漁獲量の減尐への対策として、
神奈川県によって「東京湾小型底曳網漁業包括的資源回復計画」が定められ、2007 年から 2010
年までの 3 年間の禁漁が実施されている。本研究では、資源管理方策策定のための基礎的な情報
を得るため、成長曲線、加入尾数および漁獲係数推定、シミュレーションによる漁獲係数を削減
した場合の効果、加入尾数の変動要因の解明等を目的とした。 
［材料と方法］1995 年から 2006 年の毎月、横浜市漁業協同組合柴支所に所属する底曳網漁船で
の乗船調査、および、2007 年から 2009 年まで資源回復計画に基づく船上調査により得られたデ
ータを用いた。これらの 13 年間の漁獲物データ、3 年間の資源調査データから得られた月別の体
長組成を年齢組成に変換し、年齢別平均体長を求め、東京湾のシャコの成長式を求めた。また、
体長組成依存型の資源動態モデルを作成し、加入量と漁獲係数を推定した。さらに、漁獲係数を
様々に変化させたときのシャコ資源の動態についてシミュレーションを行った。最後に、環境要
因として貧酸素水塊に注目し、貧酸素水塊がシャコ資源量に与える影響について検討した。 
［結果と考察］月 t におけるシャコの体長 Lt は Lt = 14.4(1 – exp(- 0.498(F(t/12) +0.619))) 
と推定された。ここで、F(t)は周期関数を表し、F(t) = t - (0.841/2π)sin(2π(t - 0.0197)) 
である。体長が水揚対象となる 110mmに体長が達するのは、成長式より 2年 4カ月と推定された。
次に、推定し加入量と動態モデルから求めた漁獲量は経年的な減尐傾向を示した(加入量 p ≤ 0.05、
漁獲量 p ≤ 0.01)。また、1994〜1997 年と 1998〜2001 年の 2 つの期間の平均加入量の間に有意差が
認められた(p ≤ 0.05)。このことは、1997 年から 1998 年の間に、何らかの影響によって加入量が
減尐した可能性を示唆するものである。また、シミュレーションにより、漁獲係数を様々に変化
させた場合の資源動態を計算し、漁獲係数を現状の 70%以下とすれば、2030 年までに資源量と漁
獲量が現状よりも増加することを示した。データ数が尐なく統計的には有意とはならなかったが、
貧酸素水塊の規模が大きい年の翌年にはシャコの資源量が減尐する傾向が認められた。以上より、
管理方策としては、漁獲係数を現状の約 70%に削減すると同時に貧酸素水塊の発生を低減させる
環境保全対策が重要であると考えられた。 
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